
平成 20 年度「地球温暖化が農林水産業に及ぼす影響の評価と高度対策技術の開発」 

 

伐採木材の利用に係る炭素収支モデルの開発 
－木材流通エネルギーの解析（平成 20 年度）調査研究報告－ 

 

ウッドマイルズ研究会 

 

１．調査研究の背景と目的 

 京都議定書が発効し、我が国は温室効果ガス削減義務

を負った。また 2013 年以降の森林吸収源評価には伐採

木材製品を含むフルカーボンアカウンティングとする国

際的流れがある。本調査研究の目的は我が国が利用する

国産・輸入木材の流通・加工エネルギーおよび製品炭素

貯蔵に係る炭素収支モデルの開発であり、当研究会の課

題は木材輸送エネルギーの調査解析である。 

２．調査の対象と方法 

 平成 20 年度は輸入製材品流通市場数社及び都道府県

数県の木材製材業者を対象に、木材の入出荷先について

アンケート・ヒアリング調査を行い、輸入材を主とする

輸送経路状況を把握する。また、今までの実態調査結果

および各種統計データを含め、主要 7 品目（素材・製

材・合板・チップ・パルプ・紙・古紙）についての国内

輸送炭素排出量暫定値を推計する。 

３．流通実態調査の結果 

輸入製材市場国内最大手事業者のヒアリング調査によ

り、輸入製材品の流通実態の特徴が把握出来たと共に、

山梨県内製材工場の流通実態調査より、同一都道府県内

の平均木材輸送距離データの蓄積、及び都道府県面積か

らの同推定式（暫定値）を作成することが出来た。 

 
（図 1 同一都道府県内輸送距離（自動車）） 

４．主要７品目の国内輸送炭素排出量の推計方法 

 各品目の自動車輸送距離については、同一都道府県内

輸送距離は上記推定式にて、都道府県間輸送距離は県庁

距離×1.4（迂回率）とした。鉄道の輸送距離について

は自動車輸送距離と同等とみなし、内航船舶距離につい

ては、距離表 20031をもとに、各都道府県の内航取扱貨

物量の最も多い港間の距離とした。往復輸送（片道空）、

片道輸送（帰り便）という輸送形態については、実態調

査結果より、自動車の同一都道府県内輸送については、

素材・製材・チップは往復輸送、合板・パルプ・紙・古

紙については片道輸送とし、自動車の都道府県間輸送及

び鉄道、内航船舶については、全て片道輸送とした。各

品目の都道府県交流量については、平成 18 年度木材需

給表及び平成 18 年度港湾統計等による総量に対して、

代表輸送機関分担比率（平成 17 年度物流センサス）よ

り鉄道輸送量を算出し、次に都道府県相互間移入貨物ト

ン数表（平成 18 年度港湾統計）より内航船舶輸送量を

算出し、総量と鉄道及び内航船舶輸送量との差額を自動

車輸送量とした。 

 

（図 2 都道府県間輸送距離（自動車）） 
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（図 3 輸送形態についての実態調査結果） 
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（図 4 代表輸送機関分担（重量ベース） 

／平成 17 年度物流センサス３日間調査） 



また、輸送における炭素排出量原単位は、物流分野の

CO2 排出量に関する算定方法ガイドライン2から木製品の

絶乾比重を 0.4 として導き出した。 

（表 1 輸送過程炭素排出量原単位） 

 

５．主要７品目の国内輸送炭素排出量の推計結果 

 主要 7 品目の国内輸送炭素排出量は合計約 100 万

t-C と推計された。これは平成 18 年度運輸部門炭

素排出量の約 1.5％にあたる。 
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（図 5 国内輸送品目別炭素排出量暫定値(t-C)） 

３地域間の交流でみると、７品目合計では、各地

から中日本への入荷による排出量が大部分を占めて

いる。品目別では、製材・合板・パルプ・紙は同様

に各地から中日本への入荷による排出量が大部分を

占めているが、素材・チップについては、３地域間

の交流はほとんど見られない。古紙については、東

日本と西日本間の交流が多い結果となった。 
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（図 6 ３地域間輸送炭素排出量暫定値 合計(t-C)） 
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（図 7 ３地域間輸送炭素排出量暫定値 素材(t-C)） 
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（図 8 ３地域間輸送炭素排出量暫定値 製材/合板(t-C)） 
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（図 9 ３地域間輸送炭素排出量暫定値 ﾁｯﾌﾟ/ﾊﾟﾙﾌﾟ(t-C)） 
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（図 10 ３地域間輸送炭素排出量暫定値 紙/古紙(t-C)） 

 

６．総括 

 アンケート・ヒアリング調査から、輸入素材・製

材品の輸送経路の特徴を把握することが出来た。ま

た、7 品目（素材・製材・合板・チップ・パルプ・

紙・古紙）に対して、今までの実態調査結果および

各種統計データから、国内輸送炭素排出量を暫定的

に推計することが出来た。 

                                
1 海上保安庁。1 海里(M)=1.852 ㎞。 
2 平成 18 年経済産業省・国土交通省。 


